【様式２】
低炭素価値向上に向けた二酸化炭素排出抑制対策事業実施計画書
（省エネ型データセンター構築・活用促進事業）
	事業名
	省エネ型データセンター構築・活用促進事業

	代表事業者
	団体等の名称
	所在地

	
	
	

	
	データセンター概要

	
	名称
	所在地
	設立時期

	
	
	
	　　年　　月

	
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜事業の目的・概要＞

	【目的】


	【概要】
＊　導入する省エネ型設備・機器等の名称及び概要を記入する。


	【適用対象となるエリアの床面積】
	全床面積（㎡）
	省エネ型設備・機器等の適用対象面積（㎡）

	
	
	

	【適用対象となるエリアにおける機器の消費電力】
	サーバー類（kW）
	ストレージ類（kW）
	ネットワーク機器類（kW）

	
	
	
	

	【適用対象となるの空調機方式、定格】
	室内機　合計定格出力（kW）
	室外機　合計定格出力（kW）

	
	
	

	＜該当する対象事業＞
	　　　既存データセンターにおける更改　　　新規データセンターにおける導入

＊　いずれかに○を付ける。

	＜対象事業の要件＞
	　　　　　　　要件ア　　　　　　　要件イ　　　　　　　要件ウ

＊　いずれかに○を付ける。

	【別表３．（１）①のアの場合】

（１）ＣＯ２削減効果

・・・ＣＯ２トン／年
＊　ITU-T（国際電気通信連合　電気通信標準化部門）における勧告「L.1410　ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影響評価手法」に準じて、省エネ型設備・機器等の導入前後におけるＣＯ２排出量を評価し、その削減効果を記載する。
＊　勧告「L.1410　ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影響評価手法」は次のＵＲＬを参照すること。

	（総務省報道資料「ICT製品・ネットワークサービスの環境影響評価手法の国際標準化」）

　http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu02_02000042.html

（一般社団法人情報通信技術委員会　TTCドキュメントデータベース）

　http://www.ttc.or.jp/cgi/document-db/index.html

（ITUホームページ）

　http://www.itu.int/rec/T-REC-L.1410-201203-I
（２）ＣＯ２削減効果の算定根拠

別添のとおり

＊　「別添のとおり」と記入し、算定根拠資料を添付する。

＊　「既存データセンターにおける更改」の場合、導入前のＣＯ２排出量は、交付申請時点における直近の夏（６～８月）あるいは冬（１２～２月）を含む３ヶ月以上の期間にわたる積算電力消費量から算定する。

＊　「新規データセンターにおける導入」の場合、導入前のＣＯ２排出量は、導入後の処理性能と同等の性能を有する条件を定義し、算定する。

＊　空調機の場合、上記算定とは別に次の要件を満たしていることを示し、それが確認できるパンフレットを添付する。

（要件）ＣＯＰ2.18（ＪＩＳ）かつ顕熱比０．９７以上であること。

【別表３．（１）①のイの場合】

別添のとおり

＊　「別添のとおり」と記入し、ITU-T勧告「L.1200直流給電システムのインターフェース仕様」で定める仕様に該当することが確認できる設計図及びパンフレットを添付する。

＊　勧告「L.1200直流給電システムのインターフェース仕様」は次のＵＲＬを参照すること。

（総務省報道資料「『直流給電システムのインターフェース仕様』の国際標準化」）

　http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu02_02000044.html

（ITUホームページ）

　http://www.itu.int/rec/T-REC-L.1200-201205-I
【別表３．（１）①のウの場合】

（１）該当装置及び多段階評価

（例）サーバ装置：　（動作状態）★×３（Ｅ=5,000）、（アイドル状態）★×４（En=E×0.7）

＊　「ICT分野におけるエコロジーガイドライン　第4版」で定める該当装置及び評価（★）を記載する。

＊　「ICT分野におけるエコロジーガイドライン　第4版」は次のＵＲＬを参照すること。

http://www.tca.or.jp/information/pdf/ecoguideline/guideline_4.pdf

（２）評価補足

別添のとおり
＊　「別添のとおり」と記入し、評価プロセスについての補足資料及び数値根拠となるパンフレットを添付する。


	＜事業の性格＞

	【事業の低炭素化に効果的な規制等対策強化の検討との関連性】
＊　エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づき、エネルギー使用量及びエネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素排出量を主務大臣に報告している事業者については、直近２か年度の当該データを、その他の事業者については、直近２か年度の１年度当たりのエネルギー使用量を記入する。
【事業の公益性及び資金回収・利益の見通し】

＊　補助事業の公益的性格について具体的に記入する。また、補助事業に関する資金回収・利益の見通しについて、同事業のイニシャルコストのうちの自己負担額、同事業による年間のランニングコストの減少額に基づき記入する。

【事業のモデル・実証的性格及び他の事業への波及効果】

＊　補助事業のモデル性や実証的性格について具体的に記入するとともに、他の事業者にどのような波及効果が期待されるか具体的に記入する。
【導入技術の今後の活用・展開の見通し】

＊　補助事業により導入する技術について、今後、どのように活用・展開されることが期待されるか具体的に記入する。


	＜事業の効果＞

	【ＣＯ２削減効果】

（１）事業による直接効果

・・・ＣＯ２トン／年
（２）事業による波及効果

　①2020年度のＣＯ２削減量

・・・ＣＯ２トン／年
　②2030年度のＣＯ２削減量
・・・ＣＯ２トン／年
＊　【ＣＯ2削減効果の算定根拠】により算定したＣＯ2削減量を記入する（「（１）事業による直接効果」については、＜対象事業の要件＞における【別表３．（１）①のアの場合】に適合する補助事業は記載を要しない。）。
【ＣＯ２削減効果の算定根拠】
別添のとおり
＊　「別添のとおり」と記入し、次の資料を添付する。

（１）【ＣＯ２削減効果】の「（１）事業による直接効果」

・　【別表３．（１）①のアの場合】に適合する補助事業

　　添付を要しない。
・　【別表３．（１）①のイの場合】又は【別表３．（１）のウの場合】に適合する補助事業

別添ＣＯ２削減効果計算書により、事業の直接効果を算定した上で、同ファイルを添付する。

　（２）【ＣＯ２削減効果】の「（２）事業による波及効果」

・　事業による波及効果を算定した資料を添付する。
【ＣＯ２削減コスト・算定根拠】
＊　【ＣＯ２削減効果】の「（１）事業による直接効果」に記入したＣＯ２削減量１トンを削減するために必要なコスト（円／ｔＣＯ２）について、イニシャルコスト（別紙２－７の総事業費÷法定耐用年数÷ＣＯ２削減量／年）及びランニングコスト（ランニングコスト（見込み）／年÷ＣＯ２削減量／年）の別に記入する。また、それらの算定根拠を記入する。


	＜事業の実施体制＞

	【事業の実施体制】
＊　補助事業の実施体制について、発注先に加え、補助事業者内の施工監理や経理等の体制を含め記入する。
【設備の管理体制】


	＜資金計画＞

	＊　補助事業に要する経費を支払うための資金の調達計画又は調達方法を記入する。

	＜補助対象経費の調達先＞

	①　補助事業者自身　　　　　　　　　　　②　100%同一の資本に属するグループ企業　　

③　補助事業者の関係会社　　　　　　　　④　①から③以外
＊　いずれかに○を付ける。

	＜他の補助金との関係＞

	＊　他の国の補助金等（固定価格買取制度を含む。）への活用状況等を記入する。


注１　本計画書に、省エネ型設備・機器等の導入前後の概略図（新規導入の場合を除く。）・システム図・配置図・仕様書、記入内容の根拠資料等を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。
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